
　

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第４項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年12月26日

【四半期会計期間】 第66期第２四半期（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）

【会社名】 中央ビルト工業株式会社

【英訳名】 CHUO BUILD INDUSTRY CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長　西本　安秀

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋富沢町11番12号

【電話番号】 03(3661)9631(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　石井　裕

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋富沢町11番12号

【電話番号】 03(3661)9631(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　石井　裕

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

中央ビルト工業株式会社　関西支店

　(大阪府大阪市中央区高麗橋１丁目５番９号)

中央ビルト工業株式会社　中部支店

　(愛知県名古屋市中区新栄２丁目１番９号)

中央ビルト工業株式会社　九州支店

　(福岡県糟屋郡須恵町大字上須恵1515番地５)
 
 

EDINET提出書類

中央ビルト工業株式会社(E00091)

訂正四半期報告書

 1/19



１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、名古屋工場において棚卸資産の過大計上などの過年度決算の訂正の対象となり得る不適切な会計処理が行

われていることが判明したため、平成29年９月７日に外部の有識者等を構成員に含む調査委員会を設置し、事実関係

の確認及び全容解明に向け調査を行いました。

平成29年12月４日に調査委員会による調査報告書を受領し、当社は、棚卸資産の過大計上などによる不適切な会計

処理の影響のある過年度の決算を訂正するとともに、平成25年３月期から平成29年３月期までの有価証券報告書及び

平成27年３月期の第３四半期から平成30年３月期の第１四半期までの四半期報告書について訂正を行うことといたし

ました。

　

これらの決算訂正により、当社が平成28年11月14日に提出いたしました第66期第２四半期（自　平成28年７月１

日　至　平成28年９月30日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の

４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

なお、訂正後の四半期財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており、その

四半期レビュー報告書を添付しております。

 
２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

２　監査証明について

１　四半期財務諸表

四半期レビュー報告書

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第65期

第２四半期累計期間
第66期

第２四半期累計期間
第65期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 4,300,977 2,918,691 8,571,917

経常利益 (千円) 192,513 53,148 418,437

四半期（当期）純利益 (千円) 83,471 20,782 218,513

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 275,500 275,500 275,500

発行済株式総数 (千株) 20,687 20,687 20,687

純資産額 (千円) 3,014,765 3,113,076 3,145,244

総資産額 (千円) 9,729,114 8,719,322 9,202,712

１株当たり四半期
（当期）純利益金額

(円) 4.08 1.02 10.69

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 2.50

自己資本比率 (％) 31.0 35.7 34.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △89,464 161,687 588,645

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △348,569 △196,312 △598,698

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 455,293 64,214 19,898

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 714,283 736,458 706,869
 

 

回次
第65期

第２四半期会計期間
第66期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 3.33 0.64
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載していない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

４．当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載していない。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間における、事業の内容に重要な変更はない。また、関係会社の異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はない。

　なお、重要事象等は存在していない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものである。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や金融政策の効果もあり、雇用・所得環境の

改善が進むなど、緩やかな回復基調が続いたものの、一方では海外経済の減速、為替、原材料価格の変動リスクを

抱え、先行き不透明な状況で推移した。

　当社の主な関連業界である建設及び住宅業界においては、首都圏を中心とした再開発工事の増加や復旧・復興需

要の下支えにより民間投資は堅調に推移した。その反面、工事従事者不足や資材価格の高止まりなど、不透明な状

況が続いた。

　このような状況の中、当社は仮設関連の旺盛な需要に応えるべく、保有機材の拡充や生産体制の強化に努めた

が、当第２四半期累計期間の業績は、売上高29億１千８百万円（前年同四半期比32.1%減）と減収となった。損益面

においては、営業利益６千６百万円（前年同四半期比67.1％減）、経常利益５千３百万円（前年同四半期比72.4％

減）、四半期純利益２千万円（前年同四半期比75.1％減）と減益となった。

 

セグメントの状況は次のとおりである。

① 仮設機材販売

仕入商品販売の減少と、リース業者の機材保有量の上昇による買い控えから主力製品の受注が減少し、売上高

は10億３千万円（前年同四半期比33.1％減）と減収となった。セグメント利益は１千２百万円（前年同四半期比

81.4％減）と減益となった。

② 仮設機材賃貸

首都圏を中心とした再開発工事等により仮設機材の需要は底堅いが、人手不足や資材高騰による工事着工遅れ

等で軽仮設機材の稼働は足踏み状態が続き、売上高は12億４千３百万円（前年同四半期比9.0％減）と減収となっ

た。セグメント利益は減収による粗利率の低下により４千万円（前年同四半期比70.5％減）と減益となった。

③ 金属加工事業

鉄骨部材製造受託の逸注及びくさび緊結式足場、高速道路用吊り足場のＯＥＭ製造の減少により、売上高は６

億４千４百万円（前年同四半期比53.8％減）と減収となった。利益面では価格交渉による粗利率の上昇や経費負

担の減少もあり、セグメント利益は２千万円（前年同四半期はセグメント利益１百万円）と増益となった。

 

EDINET提出書類

中央ビルト工業株式会社(E00091)

訂正四半期報告書

 4/19



 

(2) キャッシュ・フローの状況　

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ２千９百万円増加の７億３千６百

万円となった。活動別のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

主な増加要因として、税引前四半期純利益５千３百万円、売上債権の減少５億２千６百万円、減価償却費の計上

２億６千３百万円が挙げられる。主な減少要因として、仕入債務の減少３億７千万円が挙げられる。

　以上の要因により営業活動によるキャッシュフローは、１億６千１百万円の収入（前年同四半期は８千９百万円

の支出）となった。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

主な減少要因として、貸与資産（賃貸機材）の新規投資、その他有形固定資産の取得による支出１億８千９百万

円が挙げられる。

　以上の要因により投資活動によるキャッシュフローは、１億９千６百万円の支出（前年同四半期は３億４千８百

万円の支出）となった。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入れは、当座貸越利用の増加により、前事業年度末と比べて３億円の増加となった。長期借入れは約定返

済により、前事業年度末と比べて１億７千３百万円の減少となった。

また、リース債務の返済による支出と配当金の支払による支出があった。

　以上の要因により財務活動によるキャッシュフローは、６千４百万円の収入（前年同四半期は４億５千５百万円

の収入）となった。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はな

い。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における当社の研究開発活動に係る費用の総額は５千１百万円である。なお、当第２四半

期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,687,400 20,687,400
東京証券取引所
（市場第２部）

単元株式数は1,000株である。

計 20,687,400 20,687,400 － －
 

(注)　発行済株式のうち、6,637,500株は、現物出資(借入金531百万円の株式化)により発行されたものである。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年７月１日～
平成28年９月30日

－ 20,687,400 － 275,500 － 526,043
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(6) 【大株主の状況】

平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
(％)

アルインコ株式会社 大阪府高槻市三島江１－１－１ 6,819 32.96

日鐵住金建材株式会社 東京都江東区木場２－１７－１２ 965 4.66

大日メタックス株式会社 福井県福井市森行町２－５ 350 1.69

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 341 1.64

村山　信也 東京都西多摩郡瑞穂町 263 1.27

遠藤　晶久 東京都青梅市本町 258 1.24

中央ビルト工業株式会社 東京都中央区日本橋富沢町１１－１２ 250 1.21

丸藤シートパイル株式会社 東京都中央区日本橋本町１－６－５ 250 1.20

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 207 1.00

石原　勝 新潟県佐渡市両津夷 182 0.87

計 － 9,886 47.78
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 250,000 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 20,239,000 20,239 －

単元未満株式 普通株式 198,400 － －

発行済株式総数  20,687,400 － －

総株主の議決権  － 20,239 －
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、1,000株(議決権の数１個)含

まれている。

 

② 【自己株式等】

  平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

中央ビルト工業株式会社
東京都中央区日本橋
富沢町11番12号

250,000 － 250,000 1.2

計  250,000 － 250,000 1.2
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成28年７月１日から平成28年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しているが、訂正

後の四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成していない。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 706,869 736,458

  受取手形 ※  464,090 ※  399,908

  売掛金 1,436,574 973,956

  製品 763,614 885,342

  仕掛品 244,002 273,208

  原材料及び貯蔵品 486,827 461,249

  繰延税金資産 29,495 13,917

  未収入金 ※  136,760 ※  102,974

  その他 14,211 12,385

  貸倒引当金 △2,959 △2,019

  流動資産合計 4,279,487 3,857,382

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 1,936,054 1,939,645

    減価償却累計額 △1,660,881 △1,674,168

    建物（純額） 275,172 265,477

   構築物 618,858 629,668

    減価償却累計額 △585,931 △589,364

    構築物（純額） 32,926 40,303

   機械及び装置 2,019,080 2,021,150

    減価償却累計額 △1,819,289 △1,841,466

    機械及び装置（純額） 199,791 179,683

   貸与資産 9,642,159 9,647,574

    減価償却累計額 △8,683,377 △8,732,709

    貸与資産（純額） 958,782 914,865

   車両運搬具 64,328 59,208

    減価償却累計額 △63,920 △59,004

    車両運搬具（純額） 407 203

   工具、器具及び備品 268,854 277,608

    減価償却累計額 △260,801 △263,225

    工具、器具及び備品（純額） 8,053 14,383

   土地 3,177,361 3,177,361

   リース資産 138,775 142,645

    減価償却累計額 △56,893 △68,826

    リース資産（純額） 81,881 73,819

   有形固定資産合計 4,734,377 4,666,098

  無形固定資産 10,721 11,600

  投資その他の資産   

   投資有価証券 31,688 29,972

   繰延税金資産 39,437 43,006

   その他 110,832 115,093

   貸倒引当金 △3,832 △3,832

   投資その他の資産合計 178,126 184,240

  固定資産合計 4,923,224 4,861,939

 資産合計 9,202,712 8,719,322
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 924,953 757,299

  買掛金 550,703 357,204

  短期借入金 1,950,000 2,250,000

  1年内返済予定の長期借入金 346,228 346,228

  未払法人税等 110,466 28,866

  賞与引当金 30,960 21,034

  役員賞与引当金 32,030 16,015

  その他 345,312 234,500

  流動負債合計 4,290,655 4,011,148

 固定負債   

  長期借入金 1,453,116 1,280,002

  退職給付引当金 124,867 135,428

  長期未払金 98,464 98,464

  その他 90,363 81,201

  固定負債合計 1,766,812 1,595,097

 負債合計 6,057,467 5,606,245

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 275,500 275,500

  資本剰余金 526,043 526,043

  利益剰余金 2,361,098 2,330,775

  自己株式 △24,916 △25,570

  株主資本合計 3,137,725 3,106,748

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 7,518 6,327

  評価・換算差額等合計 7,518 6,327

 純資産合計 3,145,244 3,113,076

負債純資産合計 9,202,712 8,719,322
 

 

 

 

 

 

 

 

　

EDINET提出書類

中央ビルト工業株式会社(E00091)

訂正四半期報告書

11/19



(2)【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 4,300,977 2,918,691

売上原価 3,583,565 2,339,247

売上総利益 717,411 579,443

販売費及び一般管理費 ※１  515,702 ※１   513,129

営業利益 201,709 66,314

営業外収益   

 受取利息 196 42

 受取配当金 1,056 1,188

 受取地代家賃 2,329 2,329

 雑収入 1,475 1,643

 営業外収益合計 5,056 5,202

営業外費用   

 支払利息 11,918 9,545

 支払補償金 － 7,500

 雑支出 2,333 1,322

 営業外費用合計 14,252 18,368

経常利益 192,513 53,148

特別損失   

 臨時損失 ※２  35,000 －

 特別損失合計 35,000 －

税引前四半期純利益 157,513 53,148

法人税、住民税及び事業税 67,891 19,831

法人税等調整額 6,151 12,534

法人税等合計 74,042 32,365

四半期純利益 83,471 20,782
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 157,513 53,148

 減価償却費 271,308 263,040

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,239 △940

 賞与引当金の増減額（△は減少） △4,847 △9,926

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14,655 △16,015

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,114 10,561

 支払利息 11,918 9,545

 受取利息及び受取配当金 △1,252 △1,230

 売上債権の増減額（△は増加） 183,691 526,799

 たな卸資産の増減額（△は増加） △144,891 △125,356

 仕入債務の増減額（△は減少） △368,742 △370,627

 その他 △14,402 △65,121

 小計 69,516 273,879

 利息及び配当金の受取額 1,252 1,230

 利息の支払額 △11,854 △9,502

 法人税等の支払額 △148,517 △103,920

 法人税等の還付額 138 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー △89,464 161,687

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △341,541 △189,818

 その他 △7,027 △6,494

 投資活動によるキャッシュ・フロー △348,569 △196,312

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 700,000 300,000

 長期借入金の返済による支出 △173,114 △173,114

 リース債務の返済による支出 △18,872 △10,911

 配当金の支払額 △51,138 △51,106

 その他 △1,582 △653

 財務活動によるキャッシュ・フロー 455,293 64,214

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 17,259 29,588

現金及び現金同等物の期首残高 697,024 706,869

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  714,283 ※  736,458
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【注記事項】

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及

び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更している。

　なお、この変更に伴う当第２四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響額は軽

微である。

 
(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半

期会計期間から適用している。　

 

(四半期貸借対照表関係)

※　手形債権流動化による受取手形の譲渡高及び支払留保額

 
　 前事業年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年９月30日)

受取手形の譲渡高 564,315千円 308,061千円

支払留保額 127,133　〃 101,037　〃
 

　　(注)　支払留保額は、手形債権流動化による受取手形の譲渡高のうち遡及義務として支払留保されているもので

ある。

　

(四半期損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

 

　 前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年９月30日)

従業員給料及び手当(従業員賞与含む) 180,950千円 183,596千円
賞与引当金繰入額 18,578　〃 14,464　〃

退職給付引当金繰入額 19,829　〃 20,357　〃

役員賞与引当金繰入額 14,655　〃 16,015　〃
 

　

※２　名古屋工場の地盤沈下対策工事費用である。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

である。
 

　 前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年９月30日)

現金及び預金 714,283千円 736,458千円

現金及び現金同等物 714,283　〃 736,458　〃
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式 51,138 2.5 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項なし。

 

当第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 51,106 2.5 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
仮設機材販売 仮設機材賃貸 金属加工事業

 売上高     

　外部顧客への売上高 1,539,794 1,366,178 1,395,004 4,300,977

計 1,539,794 1,366,178 1,395,004 4,300,977

　セグメント利益 67,797 136,281 1,629 205,708
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

     (単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 205,708

　全社費用　(注) △3,999

　四半期損益計算書の営業利益 201,709
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
仮設機材販売 仮設機材賃貸 金属加工事業

 売上高     

　外部顧客への売上高 1,030,291 1,243,509 644,890 2,918,691

計 1,030,291 1,243,509 644,890 2,918,691

　セグメント利益 12,616 40,238 20,595 73,450
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

     (単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 73,450

　全社費用　(注) △7,136

　四半期損益計算書の営業利益 66,314
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却方法を同様に変更している。

　なお、この変更に伴う当第２四半期累計期間のセグメント利益又は損失に与える影響額は軽微である。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

   １株当たり四半期純利益金額 4円08銭 1円02銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 83,471 20,782

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 83,471 20,782

   普通株式の期中平均株式数(千株) 20,463 20,439
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

２ 【その他】

　該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成２９年１２月２６日

 
 

中央ビルト工業株式会社

　取   締   役   会　御中
 
 

　

有限責任監査法人トーマツ
 
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　加　　藤　　克　　彦　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　菊　　地　　　　　徹　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央ビルト

工業株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第６６期事業年度の第２四半期会計期間(平成２８

年７月１日から平成２８年９月３０日まで)及び第２四半期累計期間(平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日ま

で)に係る訂正後の四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、中央ビルト工業株式会社の平成２８年９月３０日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期財務諸表を訂正している。なお、当

監査法人は、訂正前の四半期財務諸表に対して、平成２８年１１月１１日に四半期レビュー報告書を提出した。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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